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２ 神奈川県地震災害対策推進条例（平成 25 年神奈川県条例第１号）新旧対照表 

改   正 現   行 

（基本理念） （基本理念） 

第３条 （略） 第３条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 地震災害対策は、男女双方、要配慮者（高

齢者、障害者、乳幼児、妊婦、外国人その他

の特に配慮を要する者をいう。）、旅行者等

の多様な主体の視点に立って、実施されるも

のとする。 

４ 地震災害対策は、男女双方、災害時要援護

者（高齢者、障害者、乳幼児、妊婦、外国人

その他の地震災害が発生した時（以下「地震

災害発生時」という。）において特に援護を

要する者をいう。）、旅行者等の多様な主体

の視点に立って、実施されるものとする。 

（県の責務） （県の責務） 

第４条 （略） 第４条 （略） 

２ 県は、地震災害が発生した時（以下「地震

災害発生時」という。）において必要な事務

及び事業を継続することができるよう、必要

な計画を作成し、体制を整備するものとす

る。 

２ 県は、地震災害発生時において必要な事務

及び事業を継続することができるよう、必要

な計画を作成し、体制を整備するものとす

る。 

３・４ （略） ３・４ （略） 
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３ 神奈川県消防法関係手数料条例（平成 12 年神奈川県条例第４号）新旧対照表 

改   正 現   行 

第１条～第５条 （略） 

別表（第２条関係） 

手数料徴

収に係る

事務 

手数料

の名称 金額 

１ ～ ８

（略） 

（略） （略） 

９ 法第

13 条 の

３ 第 ３

項 の 規

定 に 基

づ く 危

険 物 取

扱 者 試

験 の 実

施 

危険物

取扱者

試験手

数料 

(１) 甲種危

険物取扱

者試験 

(２) 乙種危

険物取扱

者試験 

(３) 丙種危

険物取扱

者試験 

6,600円 

 

 

4,600円 

 

 

3,700円 

10 ～ 16

（略） 

（略） （略） 

 

第１条～第５条 （略） 

別表（第２条関係） 

手数料徴

収に係る

事務 

手数料

の名称 金額 

１ ～ ８

（略） 

（略） （略） 

９ 法第

13 条 の

３ 第 ３

項 の 規

定 に 基

づ く 危

険 物 取

扱 者 試

験 の 実

施 

危険物

取扱者

試験手

数料 

(１) 甲種危

険物取扱

者試験 

(２) 乙種危

険物取扱

者試験 

(３) 丙種危

険物取扱

者試験 

6,500円 

 

 

4,500円 

 

 

3,600円 

10 ～ 16

（略） 

（略） （略） 
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４ 神奈川県火薬類取締法関係手数料条例（平成12年神奈川県条例第５号）新旧対照表 

改   正 現   行 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

 手数料徴収に

係る事務 

手数料の

名称 
金額 

  

 

 

手数料徴収に

係る事務 

手数料の

名称 
金額 

 

１～11 (略)   １～11 (略)   

12 法第31条

第３項の規

定に基づく

丙種火薬類

製造保安責

任者免状又

は火薬類取

扱保安責任

者免状に係

る試験の実

施 

火薬類製

造保安責

任者又は

火薬類取

扱保安責

任者の試

験手数料 

 １万8,000円 12 法第31条

第３項の規

定に基づく

丙種火薬類

製造保安責

任者免状又

は火薬類取

扱保安責任

者免状に係

る試験の実

施 

火薬類製

造保安責

任者又は

火薬類取

扱保安責

任者の試

験手数料 

 １万7,000円 

13～15 (略)    13～15 (略)    
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５ 神奈川県高圧ガス保安法関係手数料条例（平成12年神奈川県条例第６号）新旧対照表 

改   正 現   行 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

 手数料徴収に

係る事務 

手数料の

名称 
金額 

  

 

 

手数料徴収に

係る事務 

手数料の

名称 
金額 

 

１～13 (略)   １～13 (略)   

14 政令第18

条第２項第

１号の規定

に基づく法

第31条第２

項に規定す

る製造保安

責任者試験

の実施 

高圧ガス

製造保安

責任者試

験手数料 

(1) 乙種

化学責

任者免

状に係

る製造

保安責

任者試

験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２) 丙種

化学責

任者免

状に係

る製造

保安責

任者試

験 

(3) 乙種

機械責

任者免

状に係

9,300円 

（行政手続

等における

情報通信の

技術の利用

に関する法

律（平成14

年法律第

151号）第

３条第１項

の規定によ

り同項に規

定する電子

情報処理組

織を使用し

て受験願書

を提出する

場合（以下

「電子情報

処理組織に

より受験願

書を提出す

る場合」と

いう。）に

あっては、

8,800円） 

8,700円 

（電子情報

処理組織に

より受験願

書を提出す

る場合にあ

っ て は 、

8,200円） 

9,300円 

（電子情報

処理組織に

より受験願

14 政令第18

条第２項第

１号の規定

に基づく法

第31条第２

項に規定す

る製造保安

責任者試験

の実施 

高圧ガス

製造保安

責任者試

験手数料

(1) 乙種

化学責

任者免

状に係

る製造

保安責

任者試

験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２) 丙種

化学責

任者免

状に係

る製造

保安責

任者試

験 

(3) 乙種

機械責

任者免

状に係

9,000円 

（行政手続

等における

情報通信の

技術の利用

に関する法

律（平成14

年 法 律 第

151 号 ） 第

３条第１項

の規定によ

り同項に規

定する電子

情報処理組

織を使用し

て受験願書

を提出する

場合（以下

「電子情報

処理組織に

より受験願

書を提出す

る場合」と

いう。）に

あっては、

8,500円） 

8,400円 

（電子情報

処理組織に

より受験願

書を提出す

る場合にあ

っ て は 、

7,900円） 

9,000円 

（電子情報

処理組織に

より受験願
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改   正 現   行 

る製造

保安責

任者試

験 

(4) 第二

種冷凍

機械責

任者免

状に係

る製造

保安責

任者試

験 

(5) 第三

種冷凍

機械責

任者免

状に係

る製造

保安責

任者試

験 

書を提出す

る場合にあ

っ て は 、

8,800円） 

9,300円 

（電子情報

処理組織に

より受験願

書を提出す

る場合にあ

っ て は 、

8,800円） 

 

8,700円 

（電子情報

処理組織に

より受験願

書を提出す

る場合にあ

っ て は 、

8,200円） 

 

る製造

保安責

任者試

験 

(4) 第二

種冷凍

機械責

任者免

状に係

る製造

保安責

任者試

験 

(5) 第三

種冷凍

機械責

任者免

状に係

る製造

保安責

任者試

験 

書を提出す

る場合にあ

っ て は 、

8,500円） 

9,000円 

（電子情報

処理組織に

より受験願

書を提出す

る場合にあ

っ て は 、

8,500円） 

 

8,400円 

（電子情報

処理組織に

より受験願

書を提出す

る場合にあ

っ て は 、

7,900円） 

 

15 法第31条

第２項の規定

に基づく販売

主任者試験の

実施 

高 圧 ガ

ス 販 売

主 任 者

試 験 手

数料 

(1) 第一

種販売

主任者

免状に

係る販

売主任

者試験 

 

(2) 第二

種販売

主任者

免状に

係る販

売主任

者試験 

7,900円 

（電子情報

処理組織に

より受験願

書を提出す

る場合にあ

っ て は 、

7,400円） 

6,200円 

（電子情報

処理組織に

より受験願

書を提出す

る場合にあ

っ て は 、

5,700円） 

15 法第31条

第２項の規定

に基づく販売

主任者試験の

実施 

高 圧 ガ

ス 販 売

主 任 者

試 験 手

数料 

(1) 第一

種販売

主任者

免状に

係る販

売主任

者試験 

 

(2) 第二

種販売

主任者

免状に

係る販

売主任

者試験 

7,600円 

（電子情報

処理組織に

より受験願

書を提出す

る場合にあ

っては、

7,100円） 

6,000円 

（電子情報

処理組織に

より受験願

書を提出す

る場合にあ

っ て は 、

5,500円） 

16～20 (略)    16～20 (略)    
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６ 神奈川県液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律関係手数料条例 

（平成12年神奈川県条例第７号）新旧対照表 

改   正 現   行 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

 手数料徴収に

係る事務 

手数料の

名称 
金額 

  

 

 

手数料徴収に

係る事務 

手数料の

名称 
金額 

 

１～19 (略)   １～19 (略)   

20 法第38条

の５第２項

の規定に基

づく液化石

油ガス設備

士試験の実

施 

液化石油

ガス設備

士試験手

数料 

 ２万1,400円 

（行政手続等

における情報

通信の技術の

利用に関する

法律（平成14

年法律第151

号）第３条第

１項の規定に

より同項に規

定する電子情

報処理組織を

使用して受験

願書を提出す

る場合にあっ

ては、２万900

円） 

20 法第38条

の５第２項

の規定に基

づく液化石

油ガス設備

士試験の実

施 

液化石油

ガス設備

士試験手

数料 

 ２万700円 

（行政手続等

における情報

通信の技術の

利用に関する

法律（平成14

年 法 律 第 151

号）第３条第

１項の規定に

より同項に規

定する電子情

報処理組織を

使用して受験

願書を提出す

る場合にあっ

ては、２万200

円） 

            

 


